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研究成果の概要（和文）：近年、わが国の公共交通政策は相対的に遅れ始める事態となってきた。そこで本研究では、
公共交通システムの再構築に資するため、新たな整備・運営スキームのメニューを提示するとともに、小規模システム
ながら新たな運営スキームを模索しつつある実際の公共交通プロジェクトにおいて実践を通じた検証を行った。
実際に運営スキームを構築して運営するとともに、利用者データを詳細に収集することによって、新たな公共交通整備
に対する知見を得た。具体的には、京都市南部における「京都らくなんエクスプレス」や、富山県朝日町における「あ
さひまちバス」の運行を対象として、実際の路線・ダイヤ設計と運行スキームの構築や、データ収集を行った。

研究成果の概要（英文）：In this study, a new operation scheme which contributes to the reconstruction of t
he public transportation system is proposed, and verified through small scale public transportation projec
ts which are operating at present.
While constructing and operating the scheme, new findings of the new public transport development were obt
ained by comparing the users data with conventional public transportation. Especially, regarding the vicio
us circle that reduction of users leads to decrease of convenience, and further reducing the users, empiri
cal analyses are provided to show that vicious circle can be reversed to a virtuous circle, where the conv
enience of public transport was increased together with increased users. Specifically, case studies of the
 Kyoto Rakunan Express Bus and the Asahimachi Bus are presented to illustrate the virtuous circle of publi
c transportation with route and timetable design, service scheme construction, and data collection before 
and after the bus operation.
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１．研究開始当初の背景 
世界の多くの国では、近年、公共交通の充
実が急速に進みはじめているが、わが国にお
いては、一部の大都市圏の路線を除いて新た
な整備や利便性向上は進んでいない。以前は
世界最高水準とも言える公共交通サービス
が提供されていたわが国であるが、あらたな
整備・改善が停滞してきた結果、世界に遅れ
をとり始める状況となっている。例えば、都
市間高速鉄道においては、わが国の新幹線路
線にはもはや表定速度において世界の 10 位
に入る路線はなくなっている。また、在来幹
線鉄道の整備も近年はほとんど進んでいな
いのが現状であり、鉄道近代化の最も基本的
な指標の 1つである複線化率は先進国の水準
を大きく下回り、中国や韓国にもすでに抜か
れている。さらに、世界で急速に普及しつつ
ある、ＬＲＴやＢＲＴなどの新しい公共交通
システムの導入も、計画だけは少なくないも
ののほとんど実現には至っていない。それば
かりか、地方の鉄道やバスは廃止や減便など
衰退の一途をたどっている。 
 環境の時代、高齢化の時代を迎え、世界の
交通政策が公共交通を重視する方向に大き
く転換しているにもかかわらず、わが国の公
共交通に対する財源や制度は従来と変わら
ず、道路整備をはじめとする他の交通社会資
本と比較しても極めて貧弱な状況に留まっ
ており、世界の進展から遅れる事態となって
いる。 
 政策面では、交通に関する基本法の整備も
進められているが、理念的な段階に留まって
おり、具体的な財源・制度の改革提言には至
っていない。また、これらの議論の基礎とな
るべき、公共交通の財源や新たな運営手法に
関する学術研究も進んでいない。こういった
状況を踏まえると、わが国の公共交通の再構
築のため、従来型の手法に留まらない新たな
財源・運営スキームについての検討を進めて
いくことは喫緊の課題であるといえる。 
 
２．研究の目的 
近年、急速に公共交通の充実を図る多くの
国と比較して、わが国の公共交通政策は相対
的に大きく遅れ始める事態となっている。民
間事業者に頼るわが国の公共交通政策の限
界が露呈し、将来の地域構造の骨格となる公
共交通システムの構築が展望できない状況
にある。一方、世界的には公共交通の整備・
運営手法は多様化しており、民間と公共の利
点を活かした新たな手法の導入などによっ
て大きな改善を図っている。そこで本研究で
は、将来の公共交通の改善に資する基礎的な
研究分析を実施するとともに、公共交通シス
テムの再構築に資するため、小規模システム
ながら新たな運営スキームを模索しつつあ
る実際の公共交通プロジェクトにおいて実
践を通じた検証を行う。 
 
３．研究の方法 

公共交通が単なる交通事業としてではな
く、都市政策全般においてもたらしている重
要度を明らかにするための基礎的な分析を
行うとともに、わが国において先行的に試み
られている公共交通手法について、実践的な
視点から検証する。芽生えつつあるあらたな
公共交通運営スキームとしては、鉄道におい
ては、地域にもたらされる便益を評価して存
続した万葉線(富山県)等の事例や、コンパク
トなまちづくりに向けてのリーディングプ
ロジェクトと位置づけて大きな利便性向上
を行った富山ライトレールの例などがあげ
られる。また、バス交通においても自治体参
画型の運営スキームは少しずつ洗練されて
きており、地方の公共交通再構築に寄与しつ
つある。 
 市民参画型の交通運営スキームとしては、
京都市伏見区の醍醐地区における醍醐コミ
ュニティバスなどにおいて実施されており、
これらはＬＲＴ・ＢＲＴシステムへの発展が
期待される手法である。このような試みにつ
いて、その課題や方向性を整理し、実際の整
備・運営に参画することによって公共交通の
再生に寄与する。 
 
４．研究成果 
20 世紀後半における自動車の急速な普及
にともなって、世界の多くの都市圏では都市
構造が大きく変化した。市街地が郊外に向か
って低密度に拡大し、環境に対する負荷も増
大を続けてきた。また、慢性的な交通渋滞や、
市街地中心部の活力低下などの都市問題も
発生している。これからの社会においては、
このような問題を克服して、環境負荷が小さ
く、魅力と活力に満ちた都市圏を再構築して
いくことが必要である。 
自動車に対応した都市圏づくりが中心と
なってきた従来の都市交通政策に対して、近
年は、徒歩や公共交通を中心とした政策が重
視されるようになってきています。都心部の
道路構成を見直して豊かな歩行環境を創出
す る 道 路 空 間 リ ア ロ ケ ー シ ョ ン
(Re-allocation)やペデストリアナイゼーシ
ョン(Pedestrianisation)、新しい交通モー
ドであるLRT(Light Rail Transit)や BRT（Bus 
Rapid Transit)の導入による公共交通システ
ムの充実など、新しい政策が世界の多くの都
市において急速に普及している。そしてこれ
らの政策の成果として、都心に賑わいが復活
し、魅力的で人が集う活力のある街が再構築
されつつある。 
本研究では、このような都市と交通の関係
を分析する以下のような実証的・実践的な研
究を行った。 
 
（1）交通と都市構造との関係に関する研究 
道路や鉄道によって構成される都市交通
システムの利便性が都市の構造にどのよう
な影響をもたらしているかについて、都市や
交通を数値モデルで表現する都市構造分析



モデルを作成し、様々なシナリオのもとで数
値シミュレーション分析を行った。 
図-1 は、仮想的な都市を用いた分析事例で、
都市内の各地点から都心への交通コストの
分布を示したものである。道路や鉄道に関す
る施策が実施されると各地点の交通コスト
が変化し、それが住宅や商業の立地選択にも
影響し、都市構造が変化する。 

 
図-1 都市構造分析モデルの出力例 
（都市内各地点から都心への交通費用分布） 
 
図-2 は、交通の利便性が変化したときに、
人口の分布がどのように変化するかを、同じ
仮想的都市を対象として分析したもので、鉄
道利便性が低下したときの計算事例である。 
都心部の人口密度が減少し、都市中心部や
鉄道駅から離れた郊外への立地が増加して
いることがわかる。実際に多くの地方都市で
は、鉄道の利用者数が減少し、運行本数が減
ったり路線が廃止されたりして利便性の低
下が起こっているが、このような鉄道の利便
性低下は、中心部の活力低下につながること
がわかる。 

 
図-2 鉄道の利便性が低下したときの人口
密度の変化（都心の空洞化現象がみられる） 
 
図-3 は、このモデルを使って、様々な交通
施策を実施したときの環境負荷低減への効
果を分析したものである。人口 10 万人、30
万人、50 万人の人口規模を持つ都市について、
「鉄道のサービス水準を高める施策」、「容積
率規制を緩和する施策」、「パークアンドライ

ド」をそれぞれ実施した場合の交通エネルギ
ー消費の削減量を示している。交通施策を行
うと、人々の交通行動が変化するとともに、
人口や商業の分布も変化し、それによって自
動車の総利用距離が変化する。低密度に拡大
した市街地では自動車利用が多く、環境負荷
も大きくなる。この図にあげた施策のうち、
鉄道サービス向上施策と容積率規制緩和施
策はエネルギー消費量の削減効果が顕著に
みられる。単に自動車から鉄道にシフトする
ことだけではなく、立地変化を通して都市が
コンパクト化することによる効果が大きい
と考えられる。 

 
図-3 都市交通施策を実施したときのエネ
ルギー消費の削減量 
 
（2）市街地の開発時期と環境負荷の関連分
析 
実際の都市におけるデータを用いて、人口
密度や開発時期が交通によるエネルギー消
費量にどのように影響しているのかを分析
した。人口密度と環境負荷との関係は世界の
多くの研究者が関心を持っている事項で、本
研究室では大変精緻なデータを収集して分
析を行った。 
この分析では、土地利用形態や、駅・商業
施設等への近接性など、地域の特性を表すデ
ータを収集し、交通エネルギー消費量との関
連を調べた。交通行動調査データのある全国
61 都市の 1,784 の地区を対象として、GIS を
用いて膨大なデータベースを構築し、それぞ
れの地区の開発時期などにも着目して分析
した。図-4 は、地区の土地利用の現状や開発
時期と、乗用車による CO2 排出量の関係を示
したもので、都市的土地利用の割合が大きい
ほど一人あたりの乗用車CO2排出量が小さい
ことが一般的に言えるとともに、1970 年代の
モータリゼーションの進展時期以降に開発
された土地の割合が大きいほど乗用車CO2排
出量が大きいこともわかる。日本の多くの都
市では、自動車の普及以前は市街地の中心部
や駅の周辺などにコンパクトに居住されて
いたのに対して、普及以後は、立地が郊外に
大きく広がったため自動車利用が格段に増
加し、それによって交通エネルギー消費量が
増大していることが定量的に示された。 
 
 
 



 
図-4 開発時期と市街地人口密度の関係  
 
（3）鉄道の運行頻度と都市構造の国際比較 
コンパクトな都市を目指す上で、利便性の
高い公共交通を整備することが重要といわ
れているが、多くの地方都市では、鉄道があ
っても運行頻度が低く、十分に活用されてい
るとはいえない場合も少なくない。そこで、
鉄道の利便性の違いによって、周辺の人口変
化にどのような差が生じているかを実証デ
ータによって把握する分析を行った。 
まず、日本の鉄道駅に関しては、大都市圏
内の都市を除く人口 10 万人以上の都市にあ
る 2,338 駅を対象として、すべての駅の運行
頻度と駅勢圏人口を求めた。図-5 はそれを用
いて運行頻度別に駅勢圏人口の変化を示し
たものである。1 時間に 3 本以上運行されて
いる駅の駅勢圏では人口が増加し、それ以下
の駅の場合は人口が減少している。特に、6
本以上の駅の駅勢圏人口は大きく増加して
いる。鉄道の利便性は駅周辺に人口を集積さ
せる効果が大きいと言えるが、その一方で、
運行頻度が小さければそのような効果がみ
られないことがわかる。 

 
図-5  運行頻度別駅勢圏人口の経年変化 
（鉄道駅，1995 年=100）  
 
 
また、海外の都市においても同様の分析を
している。イギリス・フランス・ドイツを対
象として、大都市圏内の都市を除く 10 万人
以上の都市圏のすべて（フランス 52、ドイツ

70、イギリス 63 の都市圏）を対象として分
析している。図-6 は、ドイツの都市の駅と人
口分布を示したもので、運行頻度の高い便利
な駅の周辺に人口が集積している状況がわ
かる。 

 
図-6 利便性の高い鉄道駅周辺への高密
地区の分布（ドイツ・カールスルーエ） 
 
（４）新たな公共交通スキームに関する実証
的研究 
 一方、実証的な研究も重点的に行った。大
都市圏を対象とした実証研究としては、京都
において、京都らくなんエクスプレス（R'EX）
の実証実験を実施した。R'EX は京都駅と京都
市南部のらくなん進都（高度集積地区）を直
結するバスとして実証運行を行った．この地
域は、京都の新たなものづくりの拠点として
企業・工場がある程度立地したものの，自治
体や事業者は地下鉄延伸や高規格の路線バ
ス等，新たな公共交通の導入に踏み切れず，
地域の発展を妨げる要因の一つとなってい
た．そこで，利便性の高い公共交通サービス
を提供することにより，通勤や周辺住民の足
を確保するとともに，将来的に駅・バス停を
中心とした都市構造を導いていくため，本研
究グループが中心となり，R'EX の実証運行を
行った。 
 コンパクトな都市構造や利便性の高い公
共交通サービスを提供することにより自動
車交通の削減や環境負荷の低減に寄与する
ことについては，富山ライトレールの事例の
ように住民が公共交通利用へ転換するとと
もに，地域へ与える影響も大きい． 
一方，京都市においては周辺地区で市バス
の民間委託が進み，様々な参入障壁があるも
ののタクシー会社や観光バス会社等が路線
バス事業へ新規に参入してきている．さらに
は，都心循環 100 円バス，醍醐コミュニティ
バス，よるバスなど，商業者が利用促進に協
力するもの，交通事業者以外が主導するもの
など，多様な主体が参画するバス路線もみら
れるようになってきた．同時に地域住民・就
業者等へ公共交通の利用を促すように働き
かけるモビリティ・マネジメントも，民官学
連携の取組として進められてきた．全国的に
も多様な主体が参画するバス路線の導入，公
共交通の利用促進の事例は増えてきており，



その中で大学が地域に果たす役割もますま
す大きくなってくると考えられる． 
そこで本研究では，R'EX の導入にあたって
民官学連携によって実施された通勤実態・利
用意向調査，路線・ダイヤの検討，バス車体
やバス停デザインの選定や，実証運行時に実
施された利用促進のための広報や利用者意
見の収集，改良策の検討などについて，参画
した各主体が果たした役割を整理するとと
もに，計画段階から継続的に多様な主体が参
画し事業を実施することの意義を明らかに
した。 
  
（5）公共交通利便性向上の実証実験 
以上の研究成果などから、道路を整備して
自動車にとって便利な都市が形成されると
環境への負荷が高い都市となり、公共交通を
便利にすると都市の集積度が高まり、環境負
荷が低減されることが示されているため、実
際にそのような状況にある地区において、公
共交通の利便性を向上させて、交通行動の変
化や都市構造の変化過程を調べることも重
要であると言える。そのため実際に公共交通
の不便な地域で公共交通の利便性を向上さ
せる実証実験も行ってきた。 
富山県下新川郡朝日町では、町内のバスの
便数を画期的に増加させ、あわせてその意義
の広報や利用促進のためのモビリティマネ
ジメントなどを継続的に実施した。朝日町は、
人口 1万 3千人で過疎地にも指定されており、
路線バスが全く走っていない町であり、町が
運行する公共バスが週 68 便のみ運行されて
いたが、それを週 378 便に大幅に増やす実証
実験を実施した。また、関連する調査・広報
等を継続的に実施することによって、運行開
始から約１年半後には、利用客数２倍を達成
した。こういった小規模の町でも公共交通再
生の可能性を示したことは極めて大きな成
果であると考える。 
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